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公務員連絡会地方公務員部会
地方自治体での自律的労使関係の確立に向けて、総務副大臣に意見
地方公務員の労働基本権付与は、国の制度化後では遅すぎる！国家公務員と同時に法案の提出・施行を
公務員連絡会地公部会は4月27日、総務省の「地方公務員の労働基本権の在り方に係る関係者からの意見を伺う場」において、鈴木克昌総務副大臣、逢坂誠二総務大臣政務官に対し、地公部会としての意見を述べた。
冒頭、地公部会を代表して、岡本委員（自治労）は、「東日本大震災で被災した市町村、県の職員は不眠不休で奮闘し、労使一体となって、緊急事態へ対応している。自律的な労使関係を確立し、さらに労使の良好なパートナーシップを築くことが重要である。現在、労働基本権の代償措置としての人勧制度があるにもかかわらず、全国の自治体の６割で給与の引き下げや「独自カット」などが行われており、実質上、人勧制度は機能しているとは言えず、労働基本権が必要だ。消防職員についても、現在の職員委員会では不十分であり、団結権を付与することにより、労使対等の立場で労働条件について話し合う場が必要だ。地方公務員の労働基本権付与は、国家公務員の労使関係制度改革を踏まえて、それと整合性を持つよう検討するというのでは遅すぎる。直ちに検討し、国家公務員と同時に法案の提出、施行をされたい」と述べた。
続いて、岡本委員（日教組）は、ILO・ユネスコ「教員の地位に関する勧告」では、教職員の給与・勤務条件は労使交渉により決定されるものとされており、国際的にみても教育公務員に対する労働基本権の付与はスタンダードであり、わが国においても労働基本権の回復が必要である、と主張した。
迫全国消防職員協議会会長は、「今回の大震災についても、日常的に労使が十分にコミュニケーションを行う場があれば、より多くの人命救助に役立つ職員からの提案もできたかもしれない。労使のコミュケーションを保障するためには、団結権の付与は不可欠だ。消防職員に団結権を付与すれば、労使交渉を優先して人命救助を蔑ろにするという意見もあるが、高い使命感を持った消防職員がそのようなことをすることは絶対にあり得ない」と強く訴えた。
これを受けて、鈴木副大臣は、「ご意見は承った。震災対策にあたって、皆様方が高い使命感を持ち、生命の危険を顧みず奮闘していることについて、改めて感謝申し上げたい。労使対等による交渉の仕組みが国際的な流れからも必要であることについて、あらためて受け止め、私どもとしても議論を進めていきたい」と述べ、終了した。
自治体再生に向け頑張る仲間たち⑥
○「自治労福島（5/2）」より

◇第4グループ始動
5月1日から第4グループが活動をスタートしました。大型連休と重なり、通常より18人多い83人で活動しています。人数が大幅に増加したことにより、今まで人手不足だった新地町でのアルバム等の汚れ落とし、福島市で自治労が運営している避難所運営へ手厚い人員配置が可能となりました。

◇広がる支援の輪
　自治労復興支援活動第4グループは、南相馬市の避難所となっている梁川体育館（伊達市）での避難所運営支援活動をスタートしました。南相馬市は、市内に警戒区域・計画的避難区域・緊急時避難準備区域の3つの避難区域が混在しており、福島市・伊達市へ避難している方が多い自治体です。

◇東京都本部より義援金
　第1グループよりご支援いただいている東京都本部の池谷委員長が4月30日、県本部を訪問されました。池谷委員長は、「今後も支援を続けていく」と述べ、栗城委員長へ義援金を手渡しました。
【現場の声】
・埼玉県本部参加者（梁川体育館）

　避難所は避難者が自立してきており、落ち着いている。平日の日中は、仕事・学校へ行く方が多く、人もまばら。大型連休には、家族で出かける方も多く、今週は人が少ないようだ。それでも24時間勤務で自治労の仲間が倒れてしまっては困るので、自治労の支援が入ることによって仲間の負担が減らせればと思い活動している。

・南相馬市職労組合員

　夜勤を交替してもらえるので、睡眠時間が確保できるようになり、体が楽になった。

○「自治労みやぎ（5/10）」より
◇1ヶ月で608人が宮城で活動

～被災地組合員の業務軽減に貢献
4月11日から始まった自治労の支援活動。宮城には、東海、北信、近畿、中国、四国、九州の各府県本部から、この間一週間交替で毎週約150人、延べ608人が行動に参加。気仙沼市、石巻市、東松島市、塩釜市、名取市、岩沼市で支援活動を実施した。

この1ヶ月で訪れた全国の支援者は、気仙沼に171人、石巻に255人、東松島に32人、塩釜に35人、名取に70人、岩沼に45人。

避難所運営の支援を中心に、罹災証明発行業務の補助・現地調査、給水活動、支援物資管理・配布などの活動を担当していただいている。

行動に参加した全国の仲間からは、「震災発生から不眠不休の業務だったこと、お手伝いさせていただいて本当によくわかりました（岐阜）」「同僚をなくした女性の係長から『大阪の皆さんの前向きさに元気をもらいました』と思いがけない言葉をいただきました。僕らがいなくても岩沼市役所は回ったと思いますが、大事な役割をできたかもしれんと思って帰路に着きました（大阪）」などの感想をいただいている。

◇組合員宅の清掃・片付けで支援
県内の組合員による被災地組合員への支援も、4月30日からスタートした。震災対応で自宅の片付けもできない組合員を支援しようと、30日と5月1日の二日間、石巻・東松島・気仙沼・塩釜の8人の組合員宅の清掃を行った。

行動に参加したのは、県職、大崎市職労、登米市職、栗原市職労、美里町職、大崎広域労組、市町村共済労の32人。

この支援活動は、5月末まで毎週土・日に実施することにしており、5月7・8日には国保連職組も参加した。

県本部は、この他にも被災地単組と連携して、必要とされる支援行動を企画・実施する予定だ。

○自治労神奈川県本部「震災支援ニュース⑤」
◇第６グループから新幹線で異動
東北新幹線が全線開通したことに伴い、福島県への支援者は、第６グループから新幹線で現地に移動することになりました。

これまでは、東京駅・鍛冶橋駐車場からバスで４時間以上かけて移動していましたが、14日からは1時間40分程で福島に到着することができます。

現地では、避難住民の退去に伴い、避難所の統合・縮小が進められています。現在従事している第５グループも「あだたら体育館」「梁川体育館」など新たな避難所での運営支援をしていますが、一番遠い梁川体育館までは、ベースキャンプから阿武隈鉄道で片道50分ほどかかります。

また、あだたら体育館は山の上にあり、夜は寒くなるので寝袋が必要な状態です。
◇今後、新たな業務も想定
福島県内で復興支援活動に取り組んでいるチームには、運び込まれる位牌やアルバム写真等の分類・整理（データベース化）などの業務にあたっているところもあります。

現在二本松市では、原発事故の影響で、浪江町が役場機能を移転して業務を行っており、また、福島市役所の9階では、南相馬市役所が業務の一部を行っています。

仮設住宅等の申し込みだけでなく、義援金の申請手続きや遺留品の問合せなど、行政事務の補助作業の増加にともなって、パソコン入力業務も増加しています。

今後、こうした対応にも、私たちの手伝いが必要になってくるものと思われます。

☆第6グループに自治労県職労組合員が参加

　14日からの第6グループに、自治労県職労組合員が2名参加し、支援活動に取り組みます。
2011年自治研神奈川集会に参加を！
「震災から見えた地域の役割と自治体の任務」～オープニング
　○日時：6月3日（金）18時30分～
　○会場：神奈川県地域労働文化会館

○講師：葉上太郎氏（地方自治ジャーナリスト）
「基地を抱える自治体のまちづくり」～反戦平和分科会
　○日時：6月4日（土）14時～
　○会場：横須賀三浦教育会館

　○講師：井原勝介氏（前岩国市長）
「旧陸軍登戸研究所」探訪
○日時：6月25日（土）10時～

○集合：小田急線向ヶ丘遊園駅北口10時集合

○場所：明治大学平和教育登戸研究所資料館

自治労県職労恒例

地引網
ご家族、ご友人と参加ください

○日　時：5月28日（土）
11時～バーベキュー　12時30分～網上げ
　○会　場：藤沢市鵠沼海岸「殿網」（水族館海側）

　○最寄駅：小田急電鉄／片瀬江ノ島駅
　　　　　江ノ島電鉄／湘南海岸公園駅

○参加費：家族／2,000円（5人まで）

単身／1,000円









